
 

令和６(2024)年１月 25日 

独立行政法人 都市再生機構 

令和６（2024）年２月 13日更新 

 

令和６年能登半島地震における 

住家の被害認定業務支援に向けた職員派遣の増員について 

 

令和６年能登半島地震により、お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申し上げます

とともに、被災された皆様および関係者の皆様に心からお見舞い申し上げます。 

 

独立行政法人都市再生機構（ＵＲ都市機構）は、内閣府からの支援要請に基づき、被災さ

れた方々の暮らしを支えるため、住家の被害認定業務支援を行う職員を派遣しております。

職員を増員の上、派遣期間を延長しておりますので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

【住家の被害認定業務支援】 

１．業務概要 住家の被害認定調査（罹災
り さ い

証明書発行の元となる被害の程度等の調査）の 

推進に係る支援 

２．派遣場所 石川県庁 

３．派遣人数 ２人 

４．派遣期間 令和６年１月 21日（日）～２月 15日（水） 

       派遣者は適時交代 

 

【報道関係の方からのお問い合わせ先】 

ＵＲ都市機構 本社 広報室 広報課 

（電話）０４５－６５０－０８８７ 


